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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

第２四半期連結
累計期間

第11期
第２四半期連結
会計期間

第10期

会計期間
自 平成20年７月１日
至 平成20年12月31日

自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日

自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日

売上高（千円） 3,244,752 1,576,649 6,584,819

経常利益（千円） 301,675 124,306 419,800

四半期（当期）純利益（千円） 170,365 61,728 262,136

純資産額（千円） － 1,203,722 1,456,118

総資産額（千円） － 3,837,573 4,220,581

１株当たり純資産額（円） － 48,629.36 49,356.61

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
6,432.30 2,473.80 8,814.35

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 31.4 34.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
527,440 － △329,878

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△37,127 － △175,059

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△317,236 － 178,736

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円）
－ 962,237 789,159

従業員数（人） － 486 462

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の子会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 486 (247)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、グループ外部から当社グループへの出向者を含みます。

２．臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人数を外数で記載しており、パートタイマー、派

遣社員を含みます。

(2）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 177 (83)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。

２．臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人数を外数で記載しており、パートタイマー、派遣社

員を含みます。

 

EDINET提出書類

日本社宅サービス株式会社(E05505)

四半期報告書

 3/24



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）受注状況

　該当事項はありません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

 社宅管理事務代行 609,586 －

社宅管理事

務代行事業

システム導入 ― －

その他 20,439 －

 小計 630,025 －

 マンション等施設管理 689,163 －

施設総合管

理事業

修繕工事 232,704 －

その他 24,755 －

 小計 946,623 －

 合計 1,576,649 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

　（1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、金融不安に端を発した欧米景気の急激な減速、円高を背景

に、企業収益の悪化が鮮明となりました。

このような情勢のもと、当社グループでは、付加価値の高いサービスの提供及び事業ドメインの拡大に向けた

ブランディングなどを推進し、より安定した企業基盤の確立と事業拡大に向けた一層の努力を重ねてまいりま

した。

その結果、当第２四半期連結会計期間の連結業績は、売上高1,576百万円、営業利益124百万円、経常利益124百

万円、四半期純利益61百万円となりました。

 

事業の種類別セグメントの業績概況は次のとおりです。

 

①社宅管理事務代行事業

社宅管理事務代行事業につきましては、一部に新規受託の延期などがあったものの、既存の受託収入の業務

委託料の売上が概ね順調に推移した結果、売上高は630百万円、営業利益は92百万円となりました。
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②施設総合管理事業

施設総合管理事業につきましては、企業の周辺環境の悪化による多少の影響があったものの、期ずれとなっ

ていた修繕工事等の売上も寄与したことから、売上高は946百万円、営業利益は18百万円となりました。なお、

販売費及び一般管理費にのれん償却額27百万円を計上しております。

 

（2）資産、負債及び純資産の状況

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ383百万円減少し、3,837百万円となりまし

た。流動資産は、前連結会計年度末に比べ309百万円減少し、2,717百万円となりました。これは主に営業立替金の

減少298百万円によるものであります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ73百万円減少し、1,120百万円とな

りました。これは主にのれんの償却によるもの、及び株価下落による投資有価証券の減損によるものでありま

す。

　当第２四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ130百万円減少し、2,633百万円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ126百万円減少し、2,507百万円となりました。これは主に営業預り金の減

少122百万円によるものであります。

　当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ252百万円減少し、1,203百万円となりまし

た。　

　（3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末

に比べて173百万円増加し、962百万円となりました。当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フロー

の状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

　当第２四半期連結会計期間において営業活動の結果増加した資金は1,186百万円となりました。これは主とし

て、賞与引当金の減少62百万円と営業預り金の減少55百万円があったものの、売上債権の減少179百万円と営業

立替金の減少937百万円があったことによるものであります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　当第２四半期連結会計期間において投資活動の結果減少した資金は38百万円となりました。これは主として

無形固定資産の取得による支出28百万円と投資有価証券の取得による支出10百万円によるものであります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　当第２四半期連結会計期間において財務活動の結果減少した資金は888百万円となりました。これは主として

短期借入金の純減859百万円と自己株式の取得による支出によるものであります。　

　（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

　（5）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間当社グループ会社において、次のとおり緊急対応システムについて完了予定を変更い

たしました。

①重要な設備計画の変更

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメン
トの名称

設備の内容
投資予定金額

完了予定年月総額
（千円）

既支払額
（千円）

子会社

ダイワード

株式会社

(東京都新宿区)　

施設総合管理事業　
既存サービスに係る

ハードウェア
28,000 ―

平成21年６月

(平成20年11月)

　

(注)１ 上記には、消費税等を含んでおりません。

２ 完了予定年月の（　）は、変更前の計画年月であります。

②重要な設備計画の完了

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
投資予定金額

資金調達方
法

着手及び完了年月
完成後の
増加能力

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了

子会社

ダイワード

株式会社

(東京都新宿区)　

施設総合管

理事業　

既存サービ

スに係るソ

フトウェア

12,92012,920自己資金
平成19年

12月　

平成20年

11月　

業務管理シ

ステムの拡

充

(注) 上記には、消費税等を含んでおりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 114,000

計 114,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月12日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 29,925 29,925
東京証券取引所

（マザーズ）
－

計 29,925 29,925 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成17年９月28日定時株主総会決議（第２回新株予約権）

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 516

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）１ 516

新株予約権の行使時の払込金額（円）　 （注）２ １株につき　291,000

新株予約権の行使期間
自　平成19年10月１日

至　平成27年９月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　291,000

資本組入額　145,500

新株予約権の行使の条件

１．権利行使時において、当社及び当社の子会社の取締役、

監査役または従業員であることを要する。（新株予約

権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるも

のとする。）

２．その他の条件については、当社と新株予約権者との間

で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところに

よる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要するもの

とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．本新株予約権の発行の日（以下、「発行日」という）後、株式の分割または併合が行われる場合、未行使の本

新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整し、調整により生じる１株の100分の１未満の端株は

これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

発行日以降、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、または株式交換若しくは株式移転を行う

場合、株式の数については当社が必要と認める調整を行う。

２．発行日以降、株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により１株当たりの行

使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

  

既発行株式数＋

新規発行または処分株式数×１株当たり払込金額または処分価額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新株発行前または処分前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

さらに、発行日以降、本新株予約権を発行後、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、または株

式交換若しくは株式移転を行う場合、１株当たりの行使価額について当社は必要と認める調整を行う。

３．平成18年１月18日付で、当社株式１株を３株に分割しております。これにより、「新株予約権の数」、「新株

予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」および「新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行価格および資本組入額」が調整されております。
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②　平成17年９月28日定時株主総会決議（第３回新株予約権）

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 18

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）１ 18

新株予約権の行使時の払込金額（円）　 （注）２ １株につき　281,983

新株予約権の行使期間
自　平成19年10月１日

至　平成27年９月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　281,983

資本組入額　140,992

新株予約権の行使の条件

１．権利行使時において、当社及び当社の子会社の取締役、

監査役または従業員であることを要する。（新株予約

権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるも

のとする。）

２．その他の条件については、当社と新株予約権者との間

で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところに

よる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要するもの

とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．本新株予約権の発行の日（以下、「発行日」という）後、株式の分割または併合が行われる場合、未行使の本

新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整し、調整により生じる１株の100分の１未満の端株は

これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

発行日以降、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、または株式交換若しくは株式移転を行う

場合、株式の数については当社が必要と認める調整を行う。

２．発行日以降、株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により１株当たりの行

使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

  

既発行株式数＋

新規発行または処分株式数×１株当たり払込金額または処分価額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新株発行前または処分前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

さらに、発行日以降、本新株予約権を発行後、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、または株

式交換若しくは株式移転を行う場合、１株当たりの行使価額について当社は必要と認める調整を行う。

３．平成18年１月18日付で、当社株式１株を３株に分割しております。これにより、「新株予約権の数」、「新株

予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」および「新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行価格および資本組入額」が調整されております。
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③　平成17年９月28日定時株主総会決議（第４回新株予約権）

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 228

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）１ 228

新株予約権の行使時の払込金額（円）　 （注）２ １株につき　304,250

新株予約権の行使期間
自　平成19年10月１日

至　平成27年９月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　304,250

資本組入額　152,125

新株予約権の行使の条件

１．権利行使時において、当社及び当社の子会社の取締役、

監査役または従業員であることを要する。（新株予約

権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるも

のとする。）

２．その他の条件については、当社と新株予約権者との間

で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところに

よる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要するもの

とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．本新株予約権の発行の日（以下、「発行日」という）後、株式の分割または併合が行われる場合、未行使の本

新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整し、調整により生じる１株の100分の１未満の端株は

これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

発行日以降、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、または株式交換若しくは株式移転を行う

場合、株式の数については当社が必要と認める調整を行う。

２．発行日以降、株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により１株当たりの行

使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

  

既発行株式数＋

新規発行または処分株式数×１株当たり払込金額または処分価額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新株発行前または処分前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

さらに、発行日以降、本新株予約権を発行後、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、または株

式交換若しくは株式移転を行う場合、１株当たりの行使価額について当社は必要と認める調整を行う。

３．平成18年１月18日付で、当社株式１株を３株に分割しております。これにより、「新株予約権の数」、「新株

予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」および「新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行価格および資本組入額」が調整されております。
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（３）【ライツプランの内容】

　記載事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年10月１日～

平成20年12月31日
－ 29,925 － 603,250 － 350,499

 

（５）【大株主の状況】

 平成20年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

笹　晃弘 東京都中央区 2,936 9.81

ジャフコ・ジー九（ビー）号投資

事業有限責任組合

無限責任組合員　株式会社ジャフ

コ 

東京都千代田区丸の内一丁目８－２

株式会社ジャフコ内 
1,840 6.14

株式会社ベネフィット・ワン 東京都渋谷区渋谷三丁目１２－１８ 1,800 6.01

正木　秀和 東京都目黒区 1,740 5.81

小山　長規 東京都府中市 1,640 5.48

ジャフコ・ジー九（エー）号投資

事業有限責任組合

無限責任組合員　株式会社ジャフ

コ

東京都千代田区丸の内一丁目８－２

株式会社ジャフコ内
1,610 5.38

日本社宅サービス従業員持株会 東京都新宿区箪笥町３５ 824 2.75

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社 東京都中央区京橋二丁目１４－１ 765 2.55

池田　昌広 埼玉県鳩ヶ谷市 624 2.08

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２－１ 450 1.50

計 － 14,229 47.54

　（注）当社は自己株式として5,172株（保有割合17.28％）を保有しておりますが、議決権の行使が制限されるため、上

記大株主から除いております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 5,172 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　24,753　 24,753 －

端株 － － －

発行済株式総数 29,925 － －

総株主の議決権 － 24,753 －

 

②【自己株式等】

 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本社宅サービス

株式会社

東京都新宿区箪笥

町35
5,172 － 5,172 17.28

計 － 5,172 － 5,172 17.28

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 96,100 86,300 85,900 81,000 77,000 81,000

最低（円） 77,300 75,000 73,200 46,000 59,700 65,000

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

（1）退任役員 

 役名 職名 氏名 退任年月日 

 取締役  情報システムグループ長  黒木　正光  平成20年11月30日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 996,331 823,253

受取手形及び売掛金 236,342 448,672

営業立替金 998,306 1,296,946

商品 1,911 1,898

仕掛品 26,661 7,818

その他 473,792 464,255

貸倒引当金 △16,161 △16,650

流動資産合計 2,717,184 3,026,195

固定資産

有形固定資産 ※
 139,937

※
 153,065

無形固定資産

のれん 474,996 529,991

その他 69,394 49,082

無形固定資産合計 544,391 579,073

投資その他の資産 436,060 462,247

固定資産合計 1,120,389 1,194,386

資産合計 3,837,573 4,220,581

負債の部

流動負債

買掛金 277,723 291,286

短期借入金 1,093,122 1,005,092

未払法人税等 126,148 82,387

営業預り金 435,390 558,048

賞与引当金 21,859 19,693

役員賞与引当金 11,355 25,688

その他 542,221 652,220

流動負債合計 2,507,822 2,634,416

固定負債

退職給付引当金 126,029 130,046

固定負債合計 126,029 130,046

負債合計 2,633,851 2,764,462

純資産の部

株主資本

資本金 603,250 603,250

資本剰余金 350,499 350,499

利益剰余金 695,470 575,258

自己株式 △408,392 △52,612

株主資本合計 1,240,829 1,476,396

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △37,106 △20,277

評価・換算差額等合計 △37,106 △20,277

純資産合計 1,203,722 1,456,118

負債純資産合計 3,837,573 4,220,581
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 3,244,752

売上原価 2,546,474

売上総利益 698,277

販売費及び一般管理費 ※
 395,107

営業利益 303,170

営業外収益

受取利息 507

受取配当金 975

雑収入 1,300

営業外収益合計 2,783

営業外費用

支払利息 997

投資事業組合運用損 2,285

その他 995

営業外費用合計 4,278

経常利益 301,675

特別利益

貸倒引当金戻入額 488

特別利益合計 488

特別損失

投資有価証券評価損 29,559

特別損失合計 29,559

税金等調整前四半期純利益 272,605

法人税、住民税及び事業税 118,749

法人税等調整額 △16,510

法人税等合計 102,239

四半期純利益 170,365
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 1,576,649

売上原価 1,251,689

売上総利益 324,959

販売費及び一般管理費 ※
 200,899

営業利益 124,059

営業外収益

受取利息 2

受取配当金 874

雑収入 850

営業外収益合計 1,727

営業外費用

支払利息 997

その他 484

営業外費用合計 1,481

経常利益 124,306

特別利益

貸倒引当金戻入額 604

特別利益合計 604

特別損失

投資有価証券評価損 29,559

特別損失合計 29,559

税金等調整前四半期純利益 95,351

法人税、住民税及び事業税 35,381

法人税等調整額 △1,758

法人税等合計 33,622

四半期純利益 61,728
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 272,605

減価償却費 23,705

のれん償却額 54,994

貸倒引当金の増減額（△は減少） △488

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,166

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △14,333

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,017

受取利息及び受取配当金 △1,482

支払利息 5,795

投資有価証券評価損益（△は益） 29,559

投資事業組合運用損益（△は益） 2,285

売上債権の増減額（△は増加） 212,330

仕入債務の増減額（△は減少） △13,562

営業立替金の増減額（△は増加） 298,639

たな卸資産の増減額（△は増加） △18,866

前受金の増減額（△は減少） △19,604

営業預り金の増減額（△は増加） △122,657

その他 △101,183

小計 605,884

利息及び配当金の受取額 1,482

利息の支払額 △5,685

法人税等の支払額 △74,240

営業活動によるキャッシュ・フロー 527,440

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,780

無形固定資産の取得による支出 △28,320

投資有価証券の取得による支出 △11,032

投資有価証券の売却による収入 5,000

その他 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △37,127

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 88,030

自己株式の取得による支出 △355,779

配当金の支払額 △49,486

財務活動によるキャッシュ・フロー △317,236

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 173,077

現金及び現金同等物の期首残高 789,159

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 962,237
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年７月１日　至　平成20年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 (1)たな卸資産の評価に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用し、評価基準については原価法か

ら原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）に変更しております。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。

 (2)リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計基準適用指針第

16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年

３月30日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半

期連結財務諸表から適用できることになったことに伴い、第１四半期連結会

計期間から当該会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっ

ております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を採用しております。これによる損益に与える

影響はありません。

 

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年６月30日）

※　有形固定資産に係る減価償却累計額は、153,366千円で

あります。

※　有形固定資産に係る減価償却累計額は、137,668千円で

あります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 66,752千円　

給料手当 80,311千円　

賞与引当金繰入額 2,788千円　

役員賞与引当金繰入額 11,355千円　

のれん償却額 54,994千円　

退職給付費用 663千円　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬  32,261千円　

給料手当 40,150千円　

賞与引当金繰入額 △6,211千円　

役員賞与引当金繰入額 5,233千円　

のれん償却額 27,497千円　

退職給付費用 407千円　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在） 

現金及び預金勘定 996,331 千円　

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△34,094  

現金及び現金同等物　 962,237  
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　

平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　29,925株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　5,172株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年９月29日

定時株主総会
普通株式 50,153 1,700平成20年６月30日平成20年９月30日利益剰余金

５．株主資本の金額の著しい変動

　株主資本の主な減少要因は、平成20年９月11日開催の取締役会決議に基づく平成20年９月12日付の自己株

式4,449株（取得価額334,119千円）の取得及び平成20年12月22日開催の取締役会決議に基づく平成20年12

月24日付の自己株式300株（取得価額21,660千円）の取得によるものであります。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

 当第２四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
社宅管理事務代
行事業
（千円）

施設総合管理事
業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                  

(1）外部顧客に対する売上高 630,025 946,623 1,576,649 － 1,576,649

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 3,910 3,910 (3,910) －

計 630,025 950,5331,580,559 (3,910)1,576,649

営業利益 92,491 18,595 111,087 12,972 124,059

（注）１．事業区分の方法 

事業は、事業の種類の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業区分に属する主要な事業

事業区分 主要サービス

社宅管理事務代行事業 社宅管理事務代行、システム開発他

施設総合管理事業 マンション等施設管理、修繕工事他

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年12月31日）

 
社宅管理事務代
行事業
（千円）

施設総合管理事
業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                  

(1）外部顧客に対する売上高 1,467,1341,777,618 3,244,752 － 3,244,752

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 68,761 68,761 (68,761) －

計 1,467,1341,846,3793,313,513(68,761)3,244,752

営業利益 243,318 33,224 276,543 26,627 303,170

　（注）１．事業区分の方法

事業は、事業の種類の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業区分に属する主要な事業

事業区分 主要サービス

社宅管理事務代行事業 社宅管理事務代行、システム開発他

施設総合管理事業 マンション等施設管理、修繕工事他

 

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年12月31日）

　本邦以外の国、または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

　当第２四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年12月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年６月30日）

１株当たり純資産額 48,629.36円 １株当たり純資産額 49,356.61円

２．１株当たり四半期純利益金額

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 6,432.30円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 2,473.80円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 170,365 61,728

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 170,365 61,728

期中平均株式数（株） 26,486 24,953

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

───── ─────

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月12日

日本社宅サービス株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 多和田　英俊　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 土　肥　　真　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本社宅サービス株

式会社の平成20年７月１日から平成21年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本社宅サービス株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　

報告書提出会社）が別途保管しております。

　    ２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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